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～ オンリーワン・カンパニーの ～実現を目指します

株式会社タムラ製作所
代表取締役社長

田村 直樹

“再生可能資源が主役となるエネルギー革命”
の到来を見据え、環境保全指向を一層強めた形で
社会への貢献を果たします。

　当社グループは「世の中に評価される優れた技術と
製品を通して、社会に貢献する」を創業の精神とし、こ
の精神を経営の根幹に受け継ぎつつ、事業の原点であ
るトランスやLED製品などの電子部品分野、半導体の
製造に欠かせない電子化学材料・はんだ付装置などの
電子化学実装分野、そして通信・放送における情報機
器分野での設計・開発・製造などの事業をグローバル
に展開しています。

ーニパンカ・ンワーリンオ「、はでプールグ社当在現　
の実現を目指す」をコーポレートスローガンに「タムラ
にしかできないこと、タムラだからできることの追求」
を掲げていますが、これは創業の精神を時代にあった
言葉に言い換えたものです。変わることのない精神は
今も当社グループの経営の原点であり、これからもこ
の精神を実践していくことで、社会に役立つ製品の開
発を行い、社会から信頼される企業を目指します。

　経済は、2008年に始まった世界的な危機から回復
に向かっていますが、この間の景気後退は当社グルー
プの経営に大きな影響を及ぼしました。この状況の打
破に2009年度、グループ全体で「経営改革プロジェク

構再の制体営経「」化小最の出流用費「、げ上ち立を」ト
を善改営経にマーテを」大拡の業事値価加付高「」築

推進し、2009年度下半期には黒字基調に転換してい
ます。
　当社グループでは、このたび6年後のタムラグルー
プのあるべき姿として長期ビジョン「2015タムラグ
ループビジョン」を制定し、2015年度に「オンリーワン

員全「」業企境環き良るす生共と球地「」業企造創値価
が主役のグローバル企業」を実現することを目標に掲
げ、新たなる成長分野として“再生可能資源が主役と
なるエネルギー革命”に照準を合わせました。そしてそ
の第1フェーズとして2012年度を最終年度とする3カ

ラプ・ーワパズーィテ（+REWOP s'T「画計営経期中年
ス）」を策定し、始動しました。

すと軸基を」材人「」域地「」発開「はで」+REWOP s'T「　
る戦略を展開し、2012年度連結業績での「売上高

目を」）％0.7率益利業営（円億07益利業営「」円億000,1
標といたしました。
　「開発戦略」では、グローバルな展開で業界トップ
シェアを目指す「No.1戦略」と独自性・強みの発揮で
ターゲット分野でのトップを目指す「オンリーワン戦
略」の2つによる価値創造に取り組みます。

」制体産生計設と拓開客顧の界世「、はで」略戦域地「　
を目指し、その目標として非日系顧客への売上比率
を、現状の10％未満から30％以上に拡大します。
　「人材戦略」では、全員が主役のグローバル企業を目
指してまいります。

　各分野で「T's POWER+」による施策がすでに始まっ
ています。
　従来当社グループが手掛けてきたトランスとは異
なる鉄道や風力・太陽光発電などの大型トランス製品
を主力とする英国ROMARSH社を傘下に収めたのも
その一例です。今後は同社とのシナジーを追求し、エ
ネルギー市場向け製品群の拡大と世界シェアNo.1を
目指します。
　この他にも「No.1戦略」では、車載用リアクトルによ
るハイブリッド車・電気自動車市場への積極展開など
を図ります。また「オンリーワン戦略」では、固有のLED
技術・電源技術を用いた省エネ照明モジュールや、材
料合成技術を活かした白色反射板・黒色吸収材の開
発・投入などを進めています。

　人材戦略での「全員が主役のグローバル企業を目指
す」は、世界中の当社グループの全員が主役となり、世
界に貢献する製品の開発・製造のみならず、CSR（企業
の社会的責任）にも全員で積極的に取り組むことを意
味します。当社グループでは、コーポレートミッション
を通して一人ひとりがCSRを理解し行動していくこと
が大切であると考えております。環境に配慮したもの
づくり、省エネに貢献する製品開発などはもちろんの
こと、社会貢献の分野でも、未来を担う次世代のこど
もたちに対し若手社員の参画で自主的に「ものづくり
教室」を開催するなど活動の範囲が広がっておりま
す。また、当社グループは2008年9月、日本では69番目
となる「国連グローバル・コンパクト※」への参加を果た
しました。今後はこのCSR経営を世界的な規模で同時
に推進していくことが、中期経営計画の目標達成、長
期ビジョンの実現への道であると考えます。
　これからも当社グループは、社会に貢献する製品づ

にラムタ「、もに動活RSCるす開展にまざまさ、もにりく
しかできないこと、タムラだからできること」を、さらに
グローバルな規模で追求してまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　 2010年10月

私たちは、タムラグループの
成長を支えるすべての人々の幸せを育むため
世界のエレクトロニクス市場に
高く評価される
独自の製品・サービスを
スピーディに提供していきます。

2013年3月期を最終年度とする新3カ年
中期経営計画がスタートしました。

タムラグループは、世界的視野にたち、エレクトロニクス産業が求める事業を経営基盤とします。

タムラグループは、市場本位をつらぬき、世界のお客様が求める技術を事業基盤とします。

タムラグループは、公正な視点で社員を評価し、努力によって成果をもたらす人を最も賞賛します。

タムラグループは、国際社会の一員として行動し、各国の法規制を順守し文化・慣習を尊重します。

タムラグループは、地球環境の保全に努め、資源の有効化と再資源化を推進します。

　　　　　　　タムラグループでは2009年度まで、グループ概要や事業を中心に紹介した
『会社案内』と、CSR活動を紹介した『CSR報告書』を別に作成していました。しかし、CSR活動
はタムラグループの企業活動そのものであるという考え方から、2010年度より『TAMURA 
CORPORATION REPORTING』として一冊にまとめることにいたしました。
　特徴的な編集として、人々の暮らしを支え、環境保全・持続可能な社会に貢献するタムラ
グループの製品づくりの代表的な事例を、分野別にイラストで紹介しています。今後も皆さ
まからのご意見をいただきながら、一層の充実に努めていきます。

イラドイガ・グンィテーポレ・ィテリビナテスサ『IRG、はてったあに集編の告報動活RSC　
ン2006』、および環境省『環境報告ガイドライン（2007年版）』を参照しました。
　　　　　　　 2009年4月1日～2010年3月31日（一部、2010年4月以降の活動も含みます）
　　　　　　　 株式会社タムラ製作所およびグループ会社を対象としています。
ただし、環境報告の対象グループ会社は、P.21「統合スケジュール」に基づいています。
　　　　　　　 2010年10月（前回：2009年8月　次回：2011年9月予定）
　　　　　　　 経営管理本部経営企画統括部　広報・IRグループ
TEL：03-3978-2012　FAX：03-3923-0230　
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再生可能資源が主役となる
エネルギー革命に対応する

創業の精神を受け継ぎ、
オンリーワン・カンパニーの実現を目指す

新中期経営計画達成に向けた
さまざまな分野で大きな動き

「人材戦略」とCSR経営の
グローバル化

※国連グローバル・コンパクト
1999年の世界経済フォーラムにおいて、当時国連事務総長であったコフィー・アナ
ン氏が「民間企業のもつ創造力を結集し、弱い立場にある人びとの願いや未来世代
の必要に応えていこう」と提唱した、企業の自主行動原理。

の」材人「」域地「」発開「
3戦略を基軸とする新中期経営計画
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ブロードコム事業部 宮下 慎一   山本 隆久

電子化学事業本部 長谷川 靖幸
タムラヨーロッパ発タムラグローバルプロジェクトチーム
（タムラヨーロッパ、中国、マレーシア、インド）
※4M：Man（人員）、Machine（機械）、
            Material（材料）、Method （方法）、の4つのM

大型トランス
～世界的な再生可能エネルギー拡大の波に乗る～

オンリーワン価値創造企業
地球と共生する良き環境企業
全員が主役のグローバル企業の実現

タムラグループビジョン

民生トランス 産機トランス 大型トランス
70x70x70mm
重量：1kg

170x170x170mm
重量：13kg

695×480×715mm
重量：650kg

70mm
170mm

715mm

各種エネルギー
変換機器

世界標準の
電子化学
材料・装置

省エネ照明
（LED）

情報
通信機器

エレクト ロニクス
市場に おける
タムラ の狙い

製品紹介

担当者の声

　再生可能エネルギーが主力となる未来を見据え、2009年度からタムラヨー
ロッパ・中国・マレーシア・インドで、風力・太陽光発電・UPS、省エネ産業機械など
創エネ及び省エネ関連市場向け大型トランスの開発に取り組んでいます。　
　2010年にはヨーロッパにおいて、エネルギー市場向け大型・特機トランスやリ
アクタ及び鉄道向けトランス製造・販売大手のROMARSH社（英国）がグループ会
社になり、 ますますその可能性が広がります。

　開発で苦労したことは、「グローバルプロジェクトにて、お客様が望まれているグ
ローバル供給に対し、いかにしてマザー工場との４Ｍ※変動を排除し、品質の安定化、
低価格化、立ち上げの迅速化を図り、お客様を満足させることが出来るか」、でした。
　グローバルでトランス生産コンセプトを連携し、問題共有化・対策共有化（上手
く）、材料共通化・設備共通化（安く）、製造ノウハウ共通化・設計ノウハウ共有化（早
く）を行い、お客様の満足度向上を図っております。
　現地材料（鉄心）の品質レベルを考慮し、現地サイドの要求に基づき設計変更を行
い、ノイズ（ウナリ音）レベルを安定させることが可能となり、お客様より評価を受け、
受注獲得が出来、現在量産を行っております。

可視光通信
～「見える光」で安心・安全な通信を実現～

担当者の声製品紹介

　開発当初より、既存の蛍光灯と光インターカムのLED
照明の共存が大きな課題でした。蛍光灯が出す周期的な
雑音に影響を受け、満足に通話できなかったためです。結
局、蛍光灯ノイズの影響を受けにくいキャリア周波数を
使用したFM変調方式にすることにより、既存照明との共
存を可能にしました。この製品は、光を使用した無線通信
を実現しているため、人間が光を遮断でき秘匿性の高い
システムを構築できることが特長の1つです。

　電波を発する機器が使用できない環境
下において、「安心・安全」なワイヤレス通話
を可能とするため、タムラグループ会社で
ある光波のLED照明とワイヤレスインター
カムのノウハウを融合させた光インターカ
ムを製品化。照明器具を光インターカムの
LED照明に置き換えることで、消費電力を
低減させ、見える光を用いた「快適」な双方
向同時通話を可能とします。

白色反射材 RPWシリーズ
～LED・太陽電池など、注目市場で大活躍!～

製品紹介

担当者の声

　液晶TV、携帯電話及び照明分野で急速に需要が拡大しているLED。
　白色反射材[RPWシリーズ]は、LEDの輝度の向上、長期安定性への
要求に応えるため、光の照射・熱による劣化に強い高反射率、優れた耐
変色性を実現し、LEDの省エネルギー化に貢献しています。
　また、LEDだけでなく、太陽電池にも使用可能である製品も取りそろ
え、拡大する省エネルギー市場のニーズに応えます。 

　RPWシリーズの開発で特に苦労した点は、塗膜形成には光硬化ま
たは熱硬化させる必要がある反面、硬化塗膜には高い反射率と優れ
た耐変色性が求められ、その特性をいかに両立させるかが最大の問
題点でした。従来の技術にとらわれず各特性の機構を解明し、それに
あわせた材料設計にすることで問題点を解決することが出来ました。
　この特長により、RPWシリーズはLED、太陽電池分野での高性能化
に寄与しております。

受発光部（LED照明）

公衆回線網

（電話機）
（親機）

親機セット

子機・ヘッドセット

移動可能

通信



環境、グリーンエネルギー、エコロジーに貢献
未来を創るさまざまなフィールドで
タムラのテクノロジーは活躍しています
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環境エネルギーを支える

宇宙用コイル・トランス

国内唯一のJAXA（宇宙航空研究開発
機構）認定メーカーとして、人工衛星
搭載用のスイッチング電源トランス・
コイルを開発・生産・供給しています。

充放電コントローラ

日中の発電量に応じ夜間の電力消費
量を最適なバランスに制御します。
タムラの電源技術の結集で、昼夜を問
わず太陽エネルギーを高効率に活用
しています。

車載用リアクトル
ハイブリッド車・電気自動車などの電
圧を最適に制御するための基幹部品
であるリアクトル。高信頼性・安全性
でエコドライブを支えます。

PLCモジュール/モデム
ビルやオフィスの、電力線を利用した
通信技術（PLC）でエネルギー・温度な
どを監視するシステムにおいて、タム
ラのPLCモデムが活躍しています。

黒色吸収材

光を吸収してより輪郭を鮮明にする黒
色吸収材。
機能だけでなく、外観のクールさから、
携帯機器などにも使われています。

大型トランス

タムラの中でも最も歴史ある製品、ト
ランス。現在では、太陽光発電・風力発
電他再生可能エネルギーや鉄道を支
える縁の下の力持ちとして、暮らしの
インフラを支えています。

白色反射材

LED照明用の反射材として生まれた
白色反射材。加えて現在では太陽光発
電パネルで、太陽光の反射率を高め、
発電効率向上を助ける目的としても
注目されています。

LED照明

省エネ・長寿命・環境にやさしいとい
う利点から注目が高まるLED照明。身
近なあかりから、暮らしのエコに貢献
しています。

温度ヒューズ付き抵抗器

さまざまな電化製品に使用され、発熱
に起因するトラブルから製品の安全を
守ります。小型化・高信頼性を追求し、
照明のスマート化に寄与しています。

G4
05:19

FACE
BOOKPHONE

m 1234 5678

SMS/
MMS

INFOMATION

Bob
Smith

PLC
モジュール

電
力
線

LED照明

PLCモデム

監視室

照度

監視カメラ
温度・湿度

電力量 監視カメラ

THERMO
℃

HYGRO
%20 55

スマートメータ
（PLC内蔵型電力量計）
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産業を支える

電流センサ

直流から交流への電力変換制御及び
バッテリ電流管理、また各種モータの
高精度な制御に幅広く使用されてい
ます。

ソルダーレジスト

ソルダーペースト

はんだ合金を粉末化し、フラックスを
まぜることでクリーム状にしたはん
だ。いち早く鉛フリー化に取り組み、
お客様のニーズに応えます。

フラックス

タムラの材料開発の礎となったフラックス。
はんだ付けされる金属面の酸化膜を化
学的に除去し、はんだ付けできる金属の
ぬれ性・広がり性を確保する材料です。

熱硬化性はんだ接合材

はんだ溶融接合と樹脂接着を同時に
行う新しい接合材料です。鉛フリー、
VOCフリーで環境に配慮しています。
また、低温接合によるCO2削減が期待
できます。

可視光通信
LED照明の光源を、高速で点滅させる
ことにより、音声・映像等のデータを通
信します。電波による機械の誤作動が
懸念される病院・機械室での活用など、
新しい通信として期待されています。

圧電トランス

圧電セラミックスの共振現象を利用
し、低電圧入力かつ高効率で高電圧を
発生させます。

リアクタ

多様な電子機器で、電流・電圧を最適
に制御するはたらきをもつリアクタ。
省エネ意識の高まりから、改めて注目
されています。

プリント配線板の実装に欠かせない
はんだ付装置。鉛フリーはんだ付装置
のパイオニアとして、これからも省エ
ネ・環境配慮に努めます。

リフローはんだ付装置

ウェーブはんだ付装置

プリント基板
を酸化から守
り、絶縁性を
保つという大
切な役割を果
た し て い ま
す。
プリント基板
の顔であるこ
とから、外観・
中身（信頼性）
ともこだわり
ます。

はんだ付装置

高信頼、高機能、高効率に貢献
見えないところでもしっかりと
タムラのテクノロジーは私たちの暮らしを支えています

IN

OUT

UPS
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1924
ラジオ、蓄音機の
製作・販売

1930
トランスの自作化
ビルトライト

1956
カットコア
磁性材料

1956
電源機器

1956
ソルダーライト
フラックス

1994
圧電
トランス

1957
ソルダー
ペースト

1961
レジスト
インク

1961
放送用音声
調整卓

1976
伝送監視
装置

1968
自動はんだ付
装置

各種
トランス

事業の系譜とコア技術 
～歴史で培われた技術力が今も光る～

　日本でラジオ放送が始まる1年前の大正
13（1924）年、当社の前身となる「田村ラヂ
オ商会」が創業しました。ラジオ修理から
オリジナルのラジオ作りを手掛ける中で、
「良い音」への追求から、その鍵となるトラ
ンスの製作を手掛けるようになり、「トラン
スのタムラ」としての礎を築きました。
　その後、トランスを軸とした各種電子部
品、良いトランスを作る良い接合材料への
追求からフラックスやはんだ材料、はんだ
を接合するためのはんだ付装置、さらには
放送用・通信用トランスの実績から放送用
音声機器・通信機器にとその業容を広げて
まいりました。
　現在では、電子部品、電子化学実装、情報
機器の3つの事業分野で、環境やエネル
ギーなど新たな市場のニーズに応える製
品の開発、供給に努めています。

圧電セラミックス
材料開発
プロセス技術
圧電素子の制御技術

素子設計技術 
解析技術

電子実装プロセス/プリント配線板材料/半導体実装材料
材料と設備一体の製品開発とコラボレーション
樹脂設計・合成技術（感光性樹脂・熱硬化性樹脂・熱可塑性樹脂）
金属粉末作製技術
はんだ接合技術
光硬化技術
熱硬化技術
環境対応技術（Pbフリー化対応、ハロゲンフリー化対応）
リフロー加熱技術
ソルダリング技術
ウェーブはんだ付技術
熱制御技術
（窒素）雰囲気制御技術

情報機器
音声処理技術
デジタル信号処理技術
光変復調技術
音響技術
高周波技術
無線技術
高密度実装技術
サラウンド音響技術

電子部品

電子化学実装

情報機器

各種トランス・インダクタ・リアクタ
チョークコイル
電流センサ

リフローはんだ付装置
ウェーブはんだ付装置
スプレーフラクサ他周辺機器

通信ネットワーク機器
セキュリティ関連機器
各種OEM製品

電源関連機器

圧電セラミックス製品

温度ヒューズ

LED関連製品

ソルダーペースト・ポストフラックス
熱硬化性はんだ接合剤

ソルダーレジスト
（リジット基板向け・フレキシブル基板向け）
OSP（プリフラックス）
白色反射材、黒色吸収材

放送用音声調整卓
放送用音声編集機器他

ワイヤレスインターカム
ワイヤレスマイクロホン

10

LED・半導体デバイス
LEDパッケージング技術
熱設計・解析技術
光学設計・解析技術 
高効率反射処理技術
単結晶基板育成技術

高品質エピ成膜技術 
高効率
高出力LED製造
照明設計技術

パワーソリューション
ダストコア
プロセス技術素材開発と製品化技術
磁性材料 
温度保護素子
磁性材料、コイル加工の環境対応技術
絶縁封止の生産技術

■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■

■
■
■

■
■

■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■

電磁界、熱、構造解析
高効率低ノイズ電源技術 
シミュレーション技術
JAXA規格適合技術
信頼性評価技術

2008
LED
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製品一覧
～素材からシステムまでエレクトロニクス産業を支える～

リフローはんだ付装置

フラックス

ソルダーレジスト
（一般用・車載用）

フレキシブル基板向け
ソルダーレジスト

スプレーフラクサ

PLCモデム

デジタルオーディオ
ミキシング
コンソール

B型デジタルワイヤレスインターカムシステム

ネットワーク監視
制御装置

鉄道用ワイヤレスマイクロホン

各種トランス

リアクタ

電流センサ

ACアダプタ
超音波センサ

LED照明

自動販売機関連製品

LEDデバイス

オーディオトランス

チョークコイル

圧電トランス

放送用音声機器・無線連絡装置
は、デジタル放送化に貢献して
います。また、通信設備システ
ムがユビキタス社会を支える
一方で、鉄道向け駅用無線連絡
装置・セキュリティ機器が安
心・安全・快適な暮らしに貢献
しています。

トランス・LED・圧電セラ
ミックス・充電器など素
材・部品・完成製品の開
発・生産・販売を行い、一
般家電から産業機器・医
療機器さらには宇宙機器
まで幅広い市場に製品を
供給しています。

プリント配線板の形成材
料や部品のはんだ付材
料、プリント配線板のは
んだ付けを行う装置の開
発・生産・販売を行い、さ
まざまなエレクトロニク
ス産業の成長に貢献して
います。

可視光通信

ソルダーペースト
（一般用・車載用・PKG用）

LED基板用白色反射材/
黒色吸収材

電子化学実装 情報機器

電子 部品

熱硬化性はんだ接合剤

ボードライト910
「2010年度グッドデザイン賞」
受賞

ウェーブはんだ付装置

温度ヒューズ/温度ヒューズ付き抵抗器
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　CSR経営委員会をトップとし、主にコンプライアン
ス・企業倫理、危機管理、情報管理、人権・労働、環境・
品質、社会貢献の6つの分野に取り組んでいます。
CSR経営委員会は、2007年5月に設置し、年2回（春・
秋）、社外有識者の方にも加わっていただき、グルー
プのCSR活動について定期的なレビューや取り組み
方針についての意見交換を行っています。

CSR推進体制

　CSR浸透活動として、新入社員研修およびタムラ
グループ各社にて社内CSR説明会・CSR報告書・社内
報を通じ啓発を行いました。
　説明会では、CSRの背景や最近の動向、経営理念およ
びタムラグループ行動規範に加え、新たに生物多様性に
ついて説明するとともに、行動規範チェックシートを実
施し、数値化させる等して意識の向上を図りました。

CSR浸透活動

CSR推進体制

タムラグループでは、主に以下の６つの分野において
CSR推進に取り組んでいます。

CSR取り組み分野別報告

　企業の評価は、従来重視さ
れていた財務内容や株主・投
資家に対する責任といったい
わば貨幣金額で測定できる
ものから、もっと幅広い、より
企業の根源に関わる要素へ
シフトしてきています。例え
ば顧客満足の向上、従業員へ
の福利厚生、取引先とのフェアで健全な関係、地域社会
への貢献、さらには地球環境・生物多様性への取り組み
などです。
　タムラグループは、このような貨幣価値以外の取り
組みに対し、ステークホルダーからより良い評価をいた
だけるようCSR活動を推進し、企業価値の向上を図って
まいります。

CSR担当役員メッセージ

CSR推進にあたって

CSR担当役員

久保 肇

経営理念

タムラグループミッション

コーポレートスローガン

オンリーワン・カンパニーの実現を目指します

タムラグループの主要なステークホルダー

創業の精神である「優れた技術と製品を通して、社会に貢献する」意志・姿勢を「オンリーワン」と表現し、経営理念を象徴するスローガンとして掲げています。2000年4月、ミッションを頂点とし、ビジョン・
目を業企ルバーログるれらめ認らか会社際国「にもととるあでーニパンカ」ンワーリンオ「、はに」ンョシッミプールグラムタ「。たしまし定制を」ンョシッミプールグラムタ「の造構層三ぶ並とンイラドイガ
グラムタ「だん込しと落に動行な的体具をンイラドイガの」ンョシッミプールグラムタ「、はに月1年7002。すまいてれらめ込がい想ういと」いたりあで業企るれらけ続ちもを夢とり誇が員業従「」いたし指

ループ行動規範」を制定しました。

株主・投資家の皆様の利益・期待に応えられる事
業経営に努めるとともに、タムラグループの企業
活動を正しくご理解いただけるよう適時適切な情
報開示に努めます。

お客様の要望を積極的に把握し、品質・安全性な
どにおいて、常にお客様の信頼、満足が得られる製
品・サービスの提供に努めます。また福祉や環境保
全など、社会に高く評価される製品・サービスを提
供し、お客様の発展とともに、持続可能な社会の構
築に貢献します。

従業員一人ひとりの成長がタムラグループの成
」プッシーナトーパ「、が員業従。すまいてえ支を長
大を」性個な彩多「」気勇るす新革「」長成な的間人「

切にし、能力を最大限に発揮でき、自己実現を図れ
るような職場環境の整備に努めます。

地域の皆様から親しまれ、信頼されるよう、各国・
各地域の歴史、文化や慣習を尊重した行動を取る
とともに、地域社会に密着した社会貢献活動に努
めます。また、コミュニケーションを大切にし、地域
の発展に貢献します。

事業活動がもたらす社会・環境影響を考えるとき、
取引先の皆様との協力体制は、必要不可欠です。
公正・公平な取引を行うとともに、CSR調達やグ
リーン調達を推進し、サプライチェーンマネジメ
ントによる社会・環境影響への配慮に努めます。

MEMO

ミッション

ビジョン
（P.02参照）

（P.01参照）

ガイドライン

タムラグループの存立理由で
最上位の概念

タムラグループ行動規範【17項目】
1. お客様の信頼と満足の獲得
2. 株主など経営を支援していただく皆様からの信頼の獲得
3. 基本的人権の尊重
4. 安全で健康的な職場環境
5. 自由な競争及び公正な取引
6. インサイダー取引の禁止
7. 不適切な接待及び贈答の禁止
8. 公的機関との不適切な取引及び不適切な政治献金の禁止
9. 安全保障輸出入管理関連法令の遵守
10. 知的財産権及びノウハウの創出、保護と活用
11. 反社会的行為への関与の禁止
12. 競業及び利益相反行為の禁止
13. 適切でタイムリーな情報開示
14. 情報（企業情報・個人情報など）の適切な保護及び管理
15. 会社資産の保護
16. 地球環境の尊重
17. 国際社会との協調及び地域との共生

経営の基本方針、
および社会に表明する到達目標

行動基準。役員および従業員が日々 、
どのように思考し、行動するかの心構え

●コンプライアンス統括室
●各委員会など（コンプライアンス委員会、コンプライアンス推進連絡会、安全保障輸出管理委員会、CSR推進プロジェクトなど）
●本社部門（CSR推進本部、経営管理本部、人事企画本部、コアテクノロジー本部など）
●各事業部門、子会社、関連会社

計画立案・
実行

取引先

株主・ 
投資家

地球環境

コンプライアンス
企業倫理 P.14～16 従 業 員

お客様

従業員

地域
社会

●経営理念・タムラグループ行動規範
の浸透活動

●経営理念・タムラグループ行動規範
の浸透

●法令、ルールの遵守の推進
●コンプライアンス教育の充実

危機管理 P.16 従 業 員

従 業 員

●アラームエスカレーションWeb報告
システムの浸透活動●危機管理の強化

P.18 取 引 先●取引先様へのCSR調達の推進●サプライチェーンにおけるCSR推進

̶ 国際社会●国連グローバル・コンパクトの浸透●国連グローバル・コンパクトの浸透

情報管理 P.16
P.18

株 主 ・
投 資 家
従 業 員

●IDカード認証システムの導入拠点の
拡大

●ホームページによる適時適切な企業
情報開示

●情報保護の体制の強化
●適時適切な企業情報開示の推進

人権・労働 P.19
●従業員向け社内研修の充実
●メンタルヘルス面談の定期的実施
●社内イベントによる社内コミュニ
ケーションの向上

●従業員向け社内研修の充実
●公正・公平な評価制度の確立
●社内コミュニケーションの活性化

地域社会
従 業 員

社会貢献

6分野以外
の項目

P.20

●インターンシップ・職場体験学習の実施
●なでしこリーグ ASエルフェン狭山FC
スポンサーシップ契約

●ものづくり教室
●練馬区環境地域イベントへの協賛

●継続性のある社会貢献活動の実施
●地域共生、ボランティア活動の実施
●文化、芸術、スポーツ振興の実施

お 客 様
従 業 員
取 引 先

環境・品質
P.17
P.18

P.21～25

●グリーン調達の推進
●ISO14001グループ統合実施（全セグ
メント）

●CO2排出量の削減
　目標2005年度比10％削減 実績14％削減
●環境負荷物質の削減
　目標2005年度比46%削減 実績41%削減
●環境貢献製品売上比率の拡大
　目標45% 実績45%
●製品含有化学物質管理ガイドライン
の制定

●顧客満足のさらなる向上
●グリーン調達の推進
●ISO14001統合認証取得の推進
●省エネルギー、省資源の推進
●環境負荷物質の抑制、削減
●環境貢献製品の提供

取り組み分野 取り組み目標 2009年度の主な取り組み 掲載
ページ

関連する
ステークホルダー

タムラグループでは、CSR（企業の社会的責任）を
一人ひとりが理解し行動していくことが大切と考え、
推進活動を積極的に行っています。

タムラグループのCSR

C S R 推進本部

CSR経営委員会

６分野主な取り組み

コンプライアンス・
企業倫理 危 機 管 理 情 報 管 理 人 権 ・ 労 働 環 境 ・ 品 質 社 会 貢 献

国際社会
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　「コンプライアンス委員会」「コンプライアンス推
進連絡会」および業務執行部門とは独立した機関で
ある「コンプライアンス統括室」を設置し、適法性確
保のために適時に対応できる体制の維持・強化に取
り組んでいます。

　2006年度に代表取締役社長を委員長とする「コン
プライアンス委員会」を発足。外部有識者にもご参加
いただき、年2回開催し、コンプライアンス体制やコ
ンプライアンス活動計画・実施状況のチェックおよ
びコンプライアンスに関する付議事項の審議・決議
を行い、是正のための措置や関係部署へ必要な提言
を行っています。

　2006年度にコンプライアンス統括室長を委員長
とする「コンプライアンス推進連絡会」が発足。グ
ループを7つのコンプライアンスユニットに分けた
各ユニットの推進責任者で構成され、コンプライア
ンス体制の確立・浸透の強化に必要な活動計画の策
定ならびに協議を、原則年4回開催しています。

　違法行為などの相談・通報制度として「社内通報規
程」を制定し、コンプライアンス統括室にイントラ
ネットや専用電話による「社内通報窓口」を設けてい
ます。匿名通報を認め、通報者や協力者に対するいか
なる不利益処遇も禁じ、コンプライアンス体制の強
化および社内リスクの早期発見につながる情報提供
を促しています。
　2009年度は通報者の利便性と保護を高める方策と
して社外受付窓口の設置を検討し、2010年4月より「タ
ムラグループ・ヘルプライン」をオープンしました。

　タムラグループは従来から、国外で製品や技術が武
器や兵器に転用されることのないように、外為法に基
づく厳格な輸出管理に取り組んできました。2010年4
月の法改正に対応し、また、タムラグループ統合によ
り、新たな輸出管理体制を発足させました。改定や社
内や子会社の実務研修・教育を実施し、厳正な輸出管
理をするための継続的な取り組みをしています。

コンプライアンス体制

　経営に重要な影響を与えるリスクへの対応を定
めた「リスク管理規程」を制定し、グループ全体での
危機管理体制の強化を図っています。この規程で
は、経営危機に対して役員および従業員が一丸とな
り、迅速かつ冷静に対応すること、そして人命に関
わる場合には、人命の保護・救助を最優先させて対
応することを原則としています。また、リスクの度合
いと影響の大きさに応じてレベルAとレベルBに分
類した「アラームエスカレーション項目」を設定して
います。

　リスク管理規程にもとづいたアラームエスカ
レーション項目を、すばやく漏れなく経営者や項目
別責任者に報告するため、イントラネット上に「ア
ラームエスカレーションWeb報告システム」を設置
しています。2009年度は、レベルA8件、レベルB37
件が報告されましたが、事態にあわせ適切に処理を
行いました。

リスクマネジメント

　適切でタイムリーな情報開示を行うとともに、情
報（企業情報･個人情報など）の適切な保護及び管理
をするために、2008年度に「情報セキュリティ基本
方針」および「情報セキュリティ管理規程」を制定し、
情報に関するリスクマネジメントに取り組んでいま
す。ネットワークへのセキュリティ対策、データへの
アクセス制御などの技術的安全管理措置をはじめ、
物理的安全管理措置として、IDカード認証システム
を導入しています。

情報セキュリティ

　タムラグループは、株主重視を経営の基本理念と
し、経営陣の強い使命感・高い企業倫理観にもとづく
コンプライアンス経営を実現するため、経営の効率
性・透明性を向上させ、企業価値を最大化することを
コーポレート・ガバナンスの基本的な方針としてい
ます。

　監査役3名（うち社外監査役2名）からなる監査役
会を置き、取締役会・経営会議への出席、取締役など
からの営業報告の聴取や決裁書類の閲覧、主要事業
所での業務および財務状況の調査をしています。ま
た、内部監査室は年度監査計画書にもとづき、監査役
と連携して本社およびグループ各社の国内・海外の
拠点について内部監査を行っています。

コーポレート・ガバナンスの考え方

　タムラグループは、経営コントロールの強化を実
現するための内部統制システムの目的を「経営の安
定化および効率化」「適正な説明責任の実行」「法規
制と内部規程の遵守」とし、「リスクマネジメント」「コ
ンプライアンス」「内部監査」をその実現手段として
捉え、その実現のための体制を構築しています。

 ・コーポレート・ガバナンス情報は、
   http://www.tamura-ss.co.jp/jp/finance/governance.html
   をご覧ください。

内部統制システムに関する基本的な考え方

　経営の意思決定と業務執行の乖離を防ぐため、各
事業部門を統括する執行役員を取締役が兼務する
「執行役員制度」を採用しています。取締役会を原則
毎月1回、取締役と各部門責任者による業務執行・経
営監視に関する経営会議を年に8回程度開催し、取
締役の効率的な業務執行を確保しています。

コーポレート・ガバナンス体制

コンプライアンス委員会

アラームエスカレーションWeb報告システム

リスク管理規程

コンプライアンス推進連絡会

社内通報窓口

安全保障輸出管理への対応

コーポレート・ガバナンス体制図

企業価値を最大化する企業経営に取り組むため、
コーポレート・ガバナンス体制の充実を図っています。

コーポレート・ガバナンス

リスク管理規程にもとづいたレベル別対応プロセス

取締役会と執行役員機構

監査役制度と内部監査

倫理・法令の遵守徹底とともに、
さまざまな経営危機に適切に対処するため、
コンプライアンス推進、危機管理体制の維持・強化に取り組んでいます。

コンプライアンス／危機管理
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株主総会

会計監査人

コンプライアンス
統括室内部監査室

総合監査部代表取締役常務会

役員報酬
委員会

取締役会
取締役7名

監査役会
監査役3名

（うち社外監査役2名）（うち社外取締役1名）

経営・監督

業務執行

本社部門・各事業部門・グループ会社

業務の執行

内部監査 適法性確保

執行役員・子会社代表取締役

経営会議・子会社役員会

報告

報告

報告
協議

報告

選任・再任の同意
会計監査相当性の判断

報告
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選任・解任

選任・解任 選任・解任
監督

選任・解任 選任・解任

監督

監督

監督

助言
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　「タムラグループ購買基本方針」では、「グローバル
カンパニーとして世界的な視野で資材調達を推進
し、タムラグループビジョンに理解を示し、継続的な
パートナーシップを構築できる会社とともに、利益
創出を追求致します」と定め、品質・環境・独自性など
7つのポイントを購入の基準としています。

購買方針
　お客様に、環境に配慮した安全な製品をお届けす
るため、2002年に「タムラグループグリーン調達基
準」を制定。2008年度に続き2009年度にも改訂し、
環境保全活動に取り組む取引先の皆様からの、環境
負荷が少ない部品の調達をさらに積極的に進めてい
ます。また、環境マネジメントシステムの構築や
JAMP/JGPSSI※が発行した『製品含有化学物質管理
ガイドライン』による化学物質管理の保証体制の構
築、当社が指定する環境管理物質の調査をお願いし
ています。

　2007年度に「タムラグループ調達ガイドライン」
を制定。取引先の皆様へご理解とご協力をお願いし
ています。2009年度は、CSR推進状況確認のため、日
本の主要取引先の皆様から調査票を回収し、現状の
把握を行いました。

　タムラグループは、製品の納入のみで終わること
なく、お客様密着型の製品開発やアフターサービス
を通じて、お客様と長年の信頼関係を築いています。
また、市場のグローバル展開にともない、タムラグ
ループは生産および販売拠点をお客様に近い場所
に置き、お客様のニーズに迅速に対応できる体制づ
くりに取り組んでいます。

　お客様からの「必要な時に、必要な物を、必要なだ
け」という納品のご要望にお応えするために、国内外
の営業・生産拠点に基幹業務を一括管理するMAPS
システムを導入しています。評価指標管理を継続実
施し、活動安定化を行っています。

　T's Barは、タムラ製作所が主体となって運営する、
管球アンプを中心にオーディオを楽しむ方のための
情報コミュニティサイトです。サイトでは、オーディ
オに関するエッセイやイベント情報を掲載するほ
か、お客様が自由に書き込める掲示板を設けて意見
交換の場を提供しています。2009年度は、クラシッ
クコンサートへの協賛により、リアルなタムラサウン
ドをお届けしました。

お客様満足度向上
　「優秀な製品をもって、社会に貢献する」という創
業の精神のもと、品質への取り組みを進めています。
タムラグループでは、職場・個人単位での品質管理検
定（QC検定）の1級から3級の資格取得を進めていま
す。また、考案改善提案制度により、ミス・ロスの発生
しない環境を自発的に整備できるよう意識の向上を
図っています。

　2009年度は、大手電機メーカー様2社より、新技術
開発に向けた取り組みに対し「技術開発賞」及び、提
案活動によるコスト改善への貢献に対する感謝状を
授与されました。お客様の求めるQCDへ対応するた
め、品質改善に努めています。

　2009年10月に、「タムラグループ品質推進大会」を
開催しました。グループ内の品質向上に向けた取り
組み好事例の発表、社外の専門家による講演など、従
業員が全力で品質向上へ取り組む意識を新たにする
機会として年1回開催しています。

※1 SCM：Supply Chain Management
※2 MAPS：Management Accounting Production Salesの頭文字からな
　   るタムラグループのERPシステムの名称

※JGPSSI：Japan Green Procurement Survey Standardization Initiative
　　　　（グリーン調達調査共通化協議会）

品質

CSR調達の推進

グリーン調達の推進

独自の技術による高品質な製品の供給を通じて、
お客様の満足度向上に取り組んでいます。

お客様との関わり

お客様との結びつき

お客さま品質

品質推進大会

REACH規則※1への積極的な活動

SCM※1の展開（MAPS※2システム）

T's Bar

お客様に満足していただける製品をお届けするために、
取引先の皆様と協力して、
品質・環境・社会的責任への配慮に取り組んでいます。

取引先の皆様との関わり

　9月末の第2四半期決算の発表を11月に、3月末の
本決算の発表を5月に行っていますが、この2回の発
表時には記者会見を実施し、さらに発表後数日以内
にアナリスト・機関投資家向け決算説明会を開催し、
経営幹部が決算概況や見込みなどの説明を行って
います。そして、この決算説明会では、IR活動に関す
るアンケートを実施し、株主・投資家の皆様に向けた
情報発信方法を改善するよう努めています。

投資家向け決算説明会の開催 ホームページの開設による情報開示
　迅速かつ公平な情報を公開するため、IRホームペー
ジを開設し、コミュニケーション促進に取り組んでい
ます。有価証券報告書、決算説明会の資料などは発表
後遅滞なくホームページに掲載しています。そのほか
にも株主・投資家の皆様向けの各種情報媒体として、決
算短信（四半期ごと）や株主
通信などを発行しています。
大和インベスター・リレー
ションズ（株）より「2009年
度インターネットIR優秀企
業賞」を受賞しました。

株主・投資家の皆様にタムラグループを
正しく理解・信頼していただくため、各種法令・規則に沿って
企業情報の適時かつ適切な開示に取り組んでいます。

株主・投資家の皆様との関わり

・T's Barの詳細は、http://www.tamura-ss.co.jp/tsbar/をご覧ください。

※1  REACH規則：Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals
　   （化学物質に関するEU規則）
※2  SVHC：Substance of Very High Concern（高懸念物質）

原材料の高騰に対応
すべく、従来使われて
いた銅の代わりにアル
ミを用いたことが斬新
な提案として評価され
ました。

受賞した製品
「アルミ線リアクタ」

取引先様向けREACH説明会を開催

（1）品質について、「品質第一」の認識を強く持ち、タムラグ
ループの品質管理方針を理解して、安定した品質管理
が実行される会社と取引します。

（2）環境について、環境保護の世界的潮流を充分認識し、タ
ムラグループグリーン調達基準を順守し、率先して環
境に配慮した取組みができる会社と取引します。

（3）市場の要求に対して、常に積極的な改善・改革が実施
できる自主性のある会社と取引します。

（4）専門メーカーとして他社には無い独自性を持った会
社と取引します。

（5）取引ルートの簡素化を推進します。
（6）意見・提案・情報を積極的に提供し、熱意を持って活動

する会社と取引します。
（7）人材を会社の財産と考え、社員教育を熱心に行い、会

社全体のレベルアップに努める会社と取引します。

タムラグループ購買基本方針

　タムラ製作所では、2008年10月にREACH規則で指定されたSVHC※2

をいち早く自社のグリーン調達基準に取り入れ、新たな環境負荷物質
の増加に対しても万全の調査体制で臨んでおります。2009年度は、今
までRoHS調査で培ったノウハウを活かし、お客様の問い合わせから調
査、回答までを一貫で管理するシステムの構築を行い、稼働を開始し
ました。現在は環境負荷物質の管理をシステム化して各工場に展開す
ることで、多数のお客様より環境負荷物質管理優良会社の認定を受
け、ご満足いただいております。

・IR情報は、http://www.tamura-ss.co.jp/jp/finance/index.html
  をご覧ください。



（2010年3月4日）「LED実践講座」市民講座 春日町リサイクルセンター
市民公開講座の様子
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社会貢献活動
　タムラ製作所坂戸事業所がある埼玉県坂戸市に
て、今回で３回目となる、小学生を対象とした「ものづ
くり教室～自分だけのラジオづくりに挑戦～」を開
催しました。
　当日はタムラ製作所社員・OBが、ラジオの仕組みの
説明や製作の指導にあたりました。最初は緊張の面
持ちだった児童たちも、実際の作業に移ると、使いな
れない「はんだごて」に悪戦苦闘しながらも、夢中に
なって取り組んでいる様子でした。ラジオが完成する
頃には、そこかしこからラジオの音と児童たちの歓声
が上がり、指導にあたった社員からも「改めてタムラ
はものづくりの会社であることを実感した」と笑顔が
こぼれました。
　これからも未来
を担う次の世代に
「ものづくり」の素
晴らしさを伝える
べく、末長く活動
を続けてまいりた
いと思います。

　タムラグループは、ものづくりの現場体験を通し
て、「働くこと」を実感していただける機会として、イ
ンターンシップや職場体験学習を実施しています。
　若柳電子工業では毎年、地元栗原市中学校の体験
学習を受け入れております。2010年度は7月6日から
8日までの3日間、2名の生徒さんが来社しました。学
習内容は、座学で「社会人としての心構え」を、製造現
場では「ものづくり」を体験してもらいました。特に
「ものづくり」では、ちょっとしたアドバイスをすぐに
活かし、楽しそうに作業
していたことが印象的
でした。人生の中では僅
かな3日間ですが、若柳
電子での体験学習が、本
人たちの人生に少しで
も役立てられれば嬉し
く思います。

　タムラ製作所関係会社である若柳電子工業が少
額ながら長年募金を続けてきたことに対し、日本赤
十字社より銀色有功章を授与されました。これから
も地域密着で「地域から好かれる会社」を目指し活動
を続けてまいります。

　タムラ製作所は、なでしこリーグ所属のASエル
フェン狭山FCを応援しています。ASエルフェン狭山
FCは2009年度、「プレナスなでしこリーグ2009」の
ディビジョン2（2部）で見事優勝をおさめ、2002年日
本女子サッカーリーグ参入以降、初の一部昇格を果
たすことができました。
　これからもメインスポンサーとして、練習場の提
供や同クラブの青少年のスポーツ育成活動、身障者
や親子を対象としたサッカー教室などのサポートを
通し、サッカーを中心としたスポーツの場を地域に
開放し、青少年・少女のスポーツ育成、社会貢献活動
の充実を図っていきます。

　LEDをはじめとした環境貢献製品を通じ、環境に対
する理解を広めるため、タムラ製作所のある東京都
練馬区を中心に、環境イベントへの参加、市民を対象
としたLED実践講座への協力などの活動に取り組ん
でいます。

　タムラグループは、従業員一人ひとりの「パート
ナーシップ」「人間的な成長」「革新する勇気」「多彩な
個性」を大切にします。
　また、公正な視点で従業員を評価し、努力によって
成果をもたらす人を最も称賛します。また健康と安
全のため、快適で能率的な職場環境を整えてそれぞ
れのライフスタイルに対応していきます。

　2002年度より職務グレード制を導入しました。こ
れは年齢・学歴・性別などにとらわれず、「具体的行動
と成果」により従業員の職務グレードを定めるもの
で、個々の能力を十分に発揮し、責任ある職務に積極
的にチャレンジする風土を醸成しています。

　人事評価については公平性・透明性が重要となり
ますが、そのもとになるのは個々人の納得感にある
と考えます。「目標の設定」「成果の確認」「結果の
フィードバック」などあらゆる場面において上司と部
下の対話が重要となります。部下への対話の重要性、
コミュニケーションの仕方などに重点を置き、管理
監督者層には評価者研修を実施しています。

　従業員個人の希望と会社組織双方のニーズを満
たし、組織の活性化を図るため、人材を必要とする部
門が希望者を募る「社内公募」と、個人が希望する職
務を掲示し、採用を働きかける「キャリアチャレンジ
登録」をイントラネット上で実施しています。

従業員についての考え方・方針

人事制度・人材育成

労働安全衛生

　それぞれの職務に必要な知識・技能の習得のた
め、また職場間コミュニケーションの場として、階層
ごと職種ごとに研修プログラムを設けています。今
後も定期的に見直しを行い、改善に努めていきます。

　従業員の労働災害防止、健康の増進・疾病予防、快
適な職場環境の形成などの対策に力を入れています。

　職場でのメンタルヘルスケアに関する基本知識の
習得および「心の不調者」の発生予防と早期発見の
きっかけをつかむため、2007年から2008年にかけ、
経営層・管理職・係長クラス全員にメンタルヘルス研
修を行いました。メンタルヘルスに関する正しい知
識を得るとともに、グループディスカッションなどで
職場を越えた意見交換をすることができました。

・当該データはタムラ製作所

ものづくり教室

日本赤十字社　授与式

インターンシップ・職場体験学習

なでしこリーグ一部昇格

練馬区環境地域イベントへの協賛

タムラグループのパワーの源は従業員にあります。
従業員にとって働きやすい会社、
ワーク・ライフ・バランスの取れた長く勤められる会社を目指し、
さまざまな取り組みを行っています。

従業員との関わり

社内研修

メンタルヘルス研修
社内コミュニケーション

職務グレード制

人事評価についての考え方・方針

社内公募キャリアチャレンジ

社会との調和および共存を図るために、
国や地域社会との相互理解を深め、信頼関係を築くとともに、
地域に根付いた社会貢献活動を推進しています。

社会貢献活動

教育研修制度

階層別研修

一 般 研 修 赴 任 前 語 学 研 修

若 手 社 員 対 象 中 堅 社 員 対 象

内
定
者（
新
卒
）通
信
教
育

新
入
社
員
集
合
研
修

新
入
社
員
生
産
実
習

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
基
礎
研
修

管
理
職
通
信
教
育

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
研
修

組
織
活
性
化
研
修

評

課

者

研

修

次
世
代
経
営
層
研
修

定
年
退
職
者
準
備
研
修

I S O 研 修

C S R 研 修

各 種 通 信 教 育

コンプライアンス研修

　若手社員が中心になって従業員同士の交流を深める
社内イベントを企画・実施しています。
　社員旅行、ボウ
リング大会など
毎年大いに盛り
上がり、従業員同
士のコミュニケー
ションの場になっ
ています。
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　タムラグループでは、2010年7月に新たに生物多
様性の保全を環境方針に取り入れ、環境に調和した
事業活動を通じて環境保全活動に積極的に取り組
むことを宣言しています。

タムラグループ目標および実績と評価

　タムラグループは、持続可能な社会づくりに貢
献するため、2006年度より、国際規格ISO14001の
グローバル統合認証の環境マネジメントシステム
を構築し、グループ全体の環境マネジメントシス
テムの向上、環境ガバナンスの強化に取り組んで
います。

　2009年２月に全セグメントの統合を完了し、2009年
度はタムラサーマルデバイス他の事業所移転に伴う再
統合を行いました。非生産会社を問わず、2012年までに
はタムラグループで排出するCO2排出量95％の連結会
社まで順次統合する計画です。

　タムラグループは、田村社長をトップとし、環境マ
ネジメントシステムを管理するため、担当役員（統括
環境管理責任者）を設置し、各サイトの事業部門の責
任者を委員とした｢タムラグループEMS委員会｣を組
織しています。
　タムラグループEMS委員会では、システム運用に関
わるコミュニケーションの向上や水平展開、グループ
全体の環境パフォーマンス改善を推進しています。
　2010年は、省エネ組織をタムラグループEMS組織
に取り込み、省エネ活動の一元管理を図りました。

　｢環境貢献製品売上比率の拡大｣｢CO2排出量の削減｣については、目標を達成しました。
　｢環境負荷物質の削減｣については、廃棄物の管理に不十分な点があり、目標が未達成となったため、毎月把握
するとともに、定期的な処理を規定しました。

タムラグループでは、地球温暖化の防止、エネルギー資源の有効活用、
生物多様性の保全などの地球環境への取り組みは、
企業が社会的責任を果たすための、重要な課題であると認識しています。
このため、継続的な改善により環境負荷の低減に取り組み、
持続可能な社会づくりに貢献します。

環境経営

統合スケジュール

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

タムラグループでは3つの共通目標、｢環境貢献製品売上比率の拡大｣
｢環境負荷物質の削減｣｢CO２排出量の削減｣を掲げ、
環境保全活動に取り組んでいます。

環境目標および実績と評価

※事業所移転に伴う再統合

2009年度タムラグループ目標と実績

タムラグループ環境負荷の概況
　タムラグループでは、事業活動が環境に与える負荷を正しく認識し、省エネルギー・省資源、廃棄物削減、容器
包装の改善、輸送の効率化、汚染防止など、環境パフォーマンスの向上に取り組んでいます。

2009年度環境負荷の概況

推進体制図（2010年4月1日時点）

　タムラグループミッションである「私たちは、タムラ
グループの成長を支えるすべての人々の幸せを育むた
め、 世界のエレクトロニクス市場に高く評価される独自
の製品・サービスをスピーディに提供していきます」に
もとづき、地球環境・生物多様性の保全を推進し、全て
の企業活動において環境との調和を図ります。

　タムラグループの事業である電子部品、電子化学材
料・はんだ付装置、情報機器関連の設計・開発・製造・
サービス活動において、環境マネジメントシステムを運
用し、資源の有効活用、汚染の予防及び法規制等を順守
すると共に、その継続的な改善を図り、次に示す環境保
全活動を重点的に実施します。

環境理念
タムラグループ環境方針

重点施策

1. 環境貢献製品を提供します。
2. 環境負荷物質を抑制し、削減します。
3. 省エネルギー、省資源を推進します。 社   長

統括環境管理責任者 省エネ法及び温対法等組織

タムラグループEMS委員会

タムラグループEMS事務局

タ
ム
ラ
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作
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内部環境監査委員長

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

統合完了 2010年11月統合予定 2011年11月統合予定
2012年11月統合予定タムラ製作所（東京事業所）

タムラ製作所（坂戸事業所）
タムラ製作所（入間事業所）
タムラ製作所（狭山事業所）
若柳電子工業
会津タムラ製作所
タムラサーマルデバイス※
タムラ流通センター
田村電子（深圳）
田村電子（恵州）
タムラ電子（マレーシア）
タムラ電子（メキシコ）
タムラ・ヨーロッパ・リミテッド（チェコ）

タムラ製作所（大阪営業所・Ｒ&Ｄ、
名古屋営業所、車載工場、CT）
上海祥楽田村電化工業
田村化研（東莞）

田村精工電子（常熟）
安全電具（恵州）
タムラ化学韓国 光波

田村自動化系統（蘇州）

環境目的

環境貢献製品
売上比率の拡大

環境負荷物質の削減

CO２排出量の削減

環境貢献製品の
売上比率45％

PRTR※法対象化学物質
2005年度比46％削減

CO２排出量
2005年度比10％削減

45%

41%削減

14%削減

環境貢献製品の
売上比率60％

PRTR※法対象化学物質
2005年度比63％削減

毎年原単位6％削減
（2010年度から指標を変更）

2009年度目標値 2009年度実績 2012年度中期目標

※PRTR：Pollutant Release and Transfer Registerの略称で、環境負荷の大きい有害化学物質の環境への排出量および廃棄物移動量を登録し公表する仕組み。

※海外工場でも同一基準で管理しており、本数値は海外分を合算した数値です。

INPUT 事業活動 OUTPUT

調　達

開　発

製　造

物　流

お客様

電 気

都 市 ガ ス

ガ ソ リ ン

重 油

軽 油

灯 油

用 紙

用 水

PRTR対象物質※

40,731MWh

39千m3

244㎘

108㎘

252㎘

C O 2 排 出 量

排 水

廃棄物等総排出量

再 資 源 化 量

最 終 処 分 量

26,835t-CO2

415千m3

1,562t

949t

178t

2㎘

964万枚

438千ｍ3

260t

環境マネジメントシステムの統合・拡充

環境マネジメントシステム

推進体制
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・使用した係数について
  電力のCO2排出係数：
　  国内「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」参照
　  海外「International Energy Agency Data Services 2005の数値」参照
  電力以外のCO2排出係数：
　  国内外共通「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」参照

・期ずれ集計を同期集計に変更したため、「CSR報告書2009」
  P.27の数値と一致しません。

環境貢献製品売上比率の拡大

環境に貢献するものづくり

　環境貢献製品は、独自の厳しい｢製品環境アセスメ
ント評価基準｣を設け、新製品の設計・開発において、
デザインレビュー時または適切な評価が行える段階
までに低消費電力設計、省資源化、小型・軽量化、長寿
命化、リサイクル設計、有害化学物質含有対策などを
評価・選定した環境貢献製品の開発・拡販に取り組ん
でいます。
　また、2008年度からは、製品の製造、お客様の使用
段階のCO2排出量をできる限り低減するために環境
負荷を定量的に把握するLCAを導入しています。
　2010年度は、業界トップクラスの環境性能を有す
る、より環境保全に貢献できる製品を選定できるよ
う製品環境アセスメント評価基準を見直します。今
後は新基準により認定される、地球温暖化防止、環境
負荷物質削減等に大きく貢献できる製品の開発・拡
販に注力します。

CO2排出量の削減
　タムラグループでは、地球温暖化対策は、人類共
通の重要課題と認識しています。
　2009年度のCO2排出量は、受電設備の適正化、デ
マンド監視装置の導入などを推進し、2005年度比で
14％削減されました。しかしながら、世界同時不況の
影響による生産量の大幅な減少と、生産効率の低下
は免れず、エネルギー使用効率の改善指標である原
単位（CO2排出量/売上金額）比では、基準年に対し、
17％増加となりました。
　このため、電気使用量の見える化などを推進し、総
量、原単位の削減に取り組みます。

環境負荷物質の削減
　タムラグループでは、事業活動の各プロセスで使
用する環境負荷物質について、環境に与える影響を
できる限り小さくするための手順を決め、適正管理
を行っています。
　環境負荷物質は、代替物質への変更、プロセス改善
を実施し、2005年度比で41％削減しました。

環境保全への取り組み（事業活動）
タムラグループでは、製品のライフサイクルを見据え、
環境影響の最小限化に取り組むとともに、
環境貢献製品の開発・提供を通じて地球環境へ貢献しています。

タムラグループでは、事業活動を通じて地球温暖化防止となる
CO2排出量の削減、省エネルギー活動に取り組むとともに、
環境負荷物質の削減に取り組んでいます。

環境保全への取り組み（製品）

LED照明の新しい安全保護部品（温度ヒューズ付き抵抗器）

CO2排出量

2009年度CO2排出量内訳

環境負荷物質

環境貢献製品売上比率

　業界でいち早く導入したRoHS対応温度ヒューズを活
用し、世界最小クラスの温度ヒューズ付き抵抗器F1KS
シリーズを開発致しました。本製品は可溶合金型温度
ヒューズと1W抵抗器を一体化した製品です。小型で省
スペース設計で、電源アダ
プタやLED照明及びLED電
源の保護に最適です。RoHS
対応、REACH対応製品であ
り、環境負荷の少ない製品
です。

若柳電子工業の取り組み

　若柳電子工業では、以前よりデマンド監視によって
ピーク電力の実態分析をし、電力削減に取り組んでい
ます。電力負荷の大きい設備の時差起動などの実施に
より、ピーク電力を段階的に抑制し、2009年度は2008年
度に対し、約30万円の経費
が削減されました。
　このため、会津タムラ製
作所、タムラサーマルデバ
イスでもデマンド監視を導
入し、CO2排出量とコスト削
減に取り組んでいます。

タムラ･ヨーロッパ・ リミテッド(チェコ)の取り組み

　タムラ・ヨーロッパ・リミテッド（チェコ）では、タム
ラグループのCSR活動の一環として、2010年、大型ト
ランス製品の生産において、スチレンフリーのワニス
への代替を開始しました。大型トランス製品は、需要
が増加している再生可能エネルギー（ソーラーおよび
風力タービン）を始めとして、産業機械向けに使用さ
れます。
　タムラ・ヨーロッパ・リミテッドでは、一般に定格出力
1000kVAまでのトランスを製造可能であり、その重さは
最大で1.5tになります。
　今後は、その他の製品にもスチレンフリーワニスへ代
替し、スチレンベースのワニスの使用量を削減していき
ます。

省エネ型リフロー装置（TNE61-6212EM）

大型トランス

デマンド監視装置

田村電子（深圳）の取り組み

　田村電子（深圳）では、オゾン層破壊物質である
HCFC141ｂを基板洗浄剤として使用していましたが、
2009年12月から、代替
物質を選定し、新設備
（炭化水素系3槽式手動
洗浄乾燥機）を導入す
ることで、HCFC141ｂの
使用量を大幅に削減し、
2010年末までには全廃
する計画です。 洗浄乾燥機 真空含浸装置

　実装ラインの消費電力のうち、リフロー工程での電力
消費量は約60％を占めており、CO2排出量削減、環境貢
献型装置として開発致しました。本装置の特長として①
多層断熱構造＋フローティング炉体構造で従来機比2
倍の熱抵抗値を実現しています。②消費電力の従来機
比30％削減を達成しました。③「省エネモード」機能を搭
載し、昼休み時間、他設備の段取り時間などの非生産時
間に省エネモードに切り替え、約55％の省エネを可能と
しました。④オプションとしてコンベヤのデュアル搬送
（プリント基板の2レーン同時リフロー生産）にも
対応し、高効率大量生産を実現しました。

※年間稼働条件：20h×300d、CO2排出量：0.555kg- CO2

従 来 機

基 板 幅

510mm

610mm

18.5kW

12kW

61,605kg-CO2

39,960kg-CO2

消 費 電 力 CO2排出量※

TNE61-6212EM100
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　タムラグループでは「タムラグループ製品含有化
学物質管理ガイドライン」を2009年11月に制定し、
製品含有化学物質管理をよりシステマチックに行う
こととしました。製品の開発時点から含有化学物質
の情報を管理し、かつ材料・部品の受け入れ、製造、出
荷検査にいたる工程を通して化学物質を管理しま
す。これにより、お客様へ各種化学物質に関する法規
制に対応した製品を安定して供給するだけでなく、
製品含有化学物質に関する情報伝達や必要なデー
タをより迅速・正確に提供できると考えております。
　タムラグループにおける使用禁止化学物質は「タ
ムラグループグリーン調達基準/付属書」にて規定し
ています。 REACH規則SVHC物質追加、中国RoHS等
の各種法規制の改訂、JIG/JGPSSI等業界標準の改
訂、お客様独自の規制内容を即座に反映できるよう
万全の体制を整えています。

　タムラグループでは、生物多様性の保全は企業
における重要な課題のひとつと認識し、2009年12
月にタムラグループ行動規範、2010年7月にタム
ラグループ環境方針に生物多様性の保全を追加し
ました。
　また、2009年12月には、｢日本経団連　生物多様性
宣言推進パートナーズ｣へ参加しました。
　生物多様性の保全への取り組みの第一歩として、
従業員一人ひとりの生物多様性に対する意識向上が
重要と考え、新人研修、CSR説明会、タムラグループ
EMS委員会などのさまざまな機会を通して、豊かな
生態系の保全に対する認識を高める活動に取り組ん
でいます。
　今後は、事業活動が生物多様性に及ぼす影響を把
握するとともに、関係者と連携を図りつつ、生物多様
性に配慮した活動を目指します。

製品含有化学物質管理
　タムラグループでは、環境法規制を順守すること
が事業活動の基本であると認識し、法改正に迅速に
対応するため、環境に関する法規制等管理体制を構
築しています。　
　2009年度は、環境に重大な影響を与える事故及
び緊急事態はありませんでした。しかし、タムラ製
作所（入間事業所）の下水道排水基準の運用漏れ、若
柳電子工業の廃棄物保管の手順ミスの2件が発生
したため、万全な再発防止に努め、対策を完了して
います。

　地震や火災などで周辺環境に影響を及ぼす緊急
事態を想定した訓練に取り組んでいます。

環境法規制順守状況

　環境活動を実践するにあたり、従業員一人ひとり
が高い環境意識を持って業務を行うことが重要と考
え、さまざまな機会を通して環境教育を実施してい
ます。

環境教育

緊急事態対応訓練

生物多様性への取り組み

CSR説明会 タムラグループEMS委員会 内部環境監査員教育 環境教育（Ｅラーニング）

消防訓練［田村電子（恵州）］ 重油設備訓練［会津タムラ製作所］

消防訓練［タムラ製作所（坂戸事業所）］ 消防訓練［タムラ電子（マレーシア）］

タムラグループでは、RoHS指令、
REACH規則をはじめとする環境規制への対応を最重要課題として認識し、
製品含有化学物質を確実に管理しています。
また、生物多様性の保全について、企業の社会的責任を果たしていきます。

環境保全への取り組み（リスク管理）

第三者意見
「TAMURA CORPORATION REPORTING 2010」に対する

第三者意見を受けて

高く評価できる点 今後の改善に期待する点

駿河台大学経済学部教授
東京工業大学大学院兼任講師

博士（経営学）水尾 順一

（株）タムラ製作所（以後、同社）は、新たに長期ビジョン「2015 タムラグループビジョン」を制定し、
その実現に向けた活動を展開しています。“CSRの理論と実践の融合”を日本社会に促進してきた立場から、
以下に第三者意見を申し述べます。

　長期ビジョンに基づく「T's Power+」が、未来志向の
挑戦的な取り組みとしてよく開示されています。

　2010年秋は、企業と社会との良好な関係を促進する
出来事がありました。生物多様性条約に関わる国際会議
「COP（Conference of the Parties）10」が2010年
10月に名古屋で開催されました。一方、2010年11月
からISO26000がスタートし、企業の社会的責任の遂
行が求められる時代を迎えました。
　こうした時代背景のもと、同社は新たな成長分野とし
て「再生可能資源が主役となるエネルギー革命」に焦点
をあてた活動に乗り出しました。この活動は、地球と社
会と同社の長期にわたる持続可能な発展をめざした「守
りと攻めのCSR」を実現させる未来志向の取り組みとい
うことができます。
　中でも、「2015 タムラグループビジョン」の実現に向
けた具体的な戦略として策定された「T's Power+」は、
社会に希望を、そして社員に夢を与える活動の基盤とも
なっています。すでに大型トランスの開発、LED照明を
活用した可視光通信の製品化や白色反射材RPWシリー
ズの開発など、いくつかの研究・開発活動が結実し、大き
な成果をあげていることもその表れといえましょう。こ
れらの内容が当報告書（以後「レポーティング」）にて積
極的に開示されています。

　今年は、「オンリーワン価値創造企業」「地球と共生する良き環境企業」「全員が主役のグローバル企業」の実現を目標に掲
げ、スタートを切った区切りの年のCORPORATION REPORTINGとなります。その目標達成のための取り組みに対し、未
来志向の挑戦的な取り組みと評価していただきましたことを喜ばしく思っています。
　またCSR活動の更なる活性化を図り、生物多様性、ISO26000といった新たな潮流に対応してまいります。
　ご提案をいただきました「タムラらしさ」をアピールする“CSR活動の詳細はWEB版でのレポーティング”、“年度によっ
てテーマを変えて特徴を持たせる報告書”については、従業員含む全てのステークホルダーとのコミュニケーションの強化
の為、今後の検討課題として取り組み、オンリーワンと評価されるCORPORATION REPORTINGを目指してまいります。

特定の活動に焦点を絞り、「タムラらしさ」を感じさせる
特徴的な報告書を期待します。

　2010年度版は、会社案内とCSR活動報告が一体と
なったレポーティングとなっています。近年、ペーパー
レスで地球環境の保全や経費削減の意味などから、報告
書の一体化やホームページへの移行に取り組む傾向も
一部の企業で見られます。
　今後は一つのテーマに焦点をあて「タムラらしさ」を
感じさせる特徴的な内容の報告書を期待します。
　そのためには、WEBのCSR活動を更に充実させ、
CSR活動の詳細はWEB版で、「タムラらしさ」をレポー
ティングで、という棲み分けを行い、そのことをレポー
ティングの冒頭で明示し、ステークホルダーの理解を得
ることが必要です。
　当然のことながら紙面に制約がありますので、総花的
なレポーティングではなく、年度によって「製品とCSR」
「社員の働き方」「環境への取り組み」など、テーマを変え
て特徴を持たせながら報告することで、「タムラらしさ」
をアピールします。地球と社会と同社の持続可能な発展
をめざして、さらなる改善を期待してやみません。

［プロフィール］1970年神戸商科大学卒業、株式会社資生堂を経て1999年駿
河台大学に奉職、現在に至る。資生堂在職時にCSRの仕事を経験。また1997年
以降は資生堂で日本企業として初の企業倫理の立ち上げに関与，その浸透・定着
活動を推進。2010年3月～9月ロンドン大学客員研究員。日本経営品質学会副
会長・日本経営倫理学会常務理事・日本経営教育学会理事など。著書に『「逆境経
営」7つの法則』（朝日新書）、『CSRで経営力を高める』(東洋経済新報社)など。

CSR担当役員

久保 肇



〒178-8511 東京都練馬区東大泉1-19-43

国連グローバル・コンパクト
1999年の世界経済フォーラムにおいて、当時
国連事務総長であったコフィー・アナン氏が
「民間企業のもつ創造力を結集し、弱い立場に
ある人びとの願いや未来世代の必要に応えて
いこう」と提唱した、企業の自主行動原理。

■本レポートは、環境に配慮した印刷方式を採用しています
　用紙は適切に管理された森林からの原料を含むFSC認証紙を、
　インキはアメリカ大豆協会認定の大豆インキを、使用しています。

タムラグループは
国連グローバル・コンパクトに参加しています。



会社プロフィール

商 号

創 業
設 立
資本金
株 式

決算期
株主数
役 員

会社プロフィール 会社組織図

株式会社タムラ製作所
TAMURA CORPORATION
1924年5月11日
1939年11月21日
11,829百万円（2010年3月31日現在）
（2010年3月31日現在）
発行可能株式総数 252,000,000株
発行済株式の総数 69,496,372株
(自己株式5,571,364株を除く)
年1回　3月31日
9,756名
（2010年10月1日現在）
代表取締役社長
取締役常務執行役員

取締役
取締役上席執行役員

上席執行役員

執行役員

常勤監査役
監査役

田村 直樹
李 国華
浅田 昌弘
蓑宮 武夫（社外取締役）
中島 康裕
飯田 博幸
南條 紀彦
橋口 裕作
松田 和俊
齋藤 彰一
久保 肇
舞木 孝一郎
徳光 昭
清田 達也
竹村 芳樹
佐藤 正典（社外監査役）
守屋 宏一（社外監査役）

取 締 役 会

社 　 長 総 合 監 査 本 部

コアテクノロジー本部

経 営 管 理 本 部

C S R 推 進 本 部

人 事 企 画 本 部

監 査 役 会

ブロードコム事業部
情 報 機 器 関 連

電 子 化 学 事 業 本 部
電 子 化 学 実 装 関 連

事 業 支 援 本 部

品 質 保 証 本 部

営 業 本 部

開 発 本 部

生 産 本 部

F Aシステム事業部

電 子 部 品 事 業 本 部
電 子 部 品 関 連

営 業 本 部

事業管理統括部

コンポーネンツ技術本部

車 載 本 部

生 産 本 部

品 質 保 証 本 部

ユニット技術本部



売上高（連結） 地域別売上構成（連結）

経常損益・当期純損益（連結） 地域別従業員構成（連結） （2010年3月31日現在）

（2010年3月期）

日本
1,458名
（21％）

ヨーロッパ
299名（4％）

2005 2006 2007（年度） 2008 2009

2005 2006 2007（年度） 2008 2009

南北アメリカ
140名（2％）

アジア
5,177名
（73％）

日本
35,132百万円
（55％）

合計 63,581百万円

合計 7,074名

ヨーロッパ
5,994百万円
（9％）

南北アメリカ
1,760百万円（3％）

アジア
20,694百万円
（33％）
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△2,719 △303

△7,506
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5,904
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6,476

4,238

2,749

78,804
84,172

90,979

77,507

63,581

※各事業の外部顧客に対する売上高（事業間の内部売上高を除く）を表示しています。
※各事業年度の連結売上高合計には、その他事業（運輸・倉庫・保険業）が含まれています。

電子部品　　電子化学実装　　情報機器

経 常 損 益
当期純損益

△8,000
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事業所および国内・海外関連会社

　本社

　事業所
　　坂戸事業所
　　大阪営業所
　　名古屋営業所
　　香港支店
　国内関連会社
　　株式会社光波〈LED関連〉
　　株式会社タムラサーマルデバイス
　　株式会社会津タムラ製作所
　　若柳電子工業株式会社
　　株式会社光波 浜松工場〈LED関連〉

01

01
02

06
08

10

10

09

0403

05

11
07

■

■

　海外関連会社
　　株式会社韓国タムラ
　　田村電子（上海）有限公司
　　田村精工電子（常熟）有限公司
　　田村電子（上海）有限公司 北京事務所
　　合肥華耀田村電氣有限公司
　　田村電子（深圳）有限公司
　　田村電子（恵州）有限公司
　　安全電具（恵州）有限公司
　　田村電子（香港）有限公司
　　タムラサーマルデバイス（香港）有限公司
　　田村科技股亻分有限公司
　　タムラ電子（タイランド）株式会社
　　タムラ電子（マレーシア）株式会社
　　タムラシンガポール株式会社
　　OP-SEED CO.,(BD)LTD.
　　ロマーシュ エルコンポニクス テクノロジー
　　タムラ ヨ－ロッパ リミテッド
　　ロマーシュ リミテッド
　　タムラ ヨ－ロッパ リミテッド チェコ支店
　　タムラ コーポレーション オブ アメリカ
　　タムラ電子（メキシコ）株式会社
　　タムラ電子（ブラジル）有限公司
　　テレパート・タムラ

〈電子化学〉
　事業所
　　入間事業所
　　児玉工場
　　大阪営業所
　　名古屋営業所
　海外関連会社
　　タムラ化学韓国株式会社
　　上海祥楽田村電化工業有限公司
　　田村化研（東莞）有限公司
　　田村化研（香港）有限公司
　　田村化研科技股亻分有限公司
　　タムラ化研（マレーシア）株式会社
　　タムラシンガポール株式会社
　　タムラ化研（英国）株式会社
　　タムラ化研（アメリカ）株式会社
〈FAシステム〉
　事業所
　　狭山事業所
　　大阪営業所
　　名古屋営業所
　　福岡出張所
　海外関連会社
　　株式会社韓国タムラ　FA営業部
　　田村自動化系統（蘇州）有限公司
　　タムラマシナリータイランド
　　タムラシンガポール株式会社
　　タムラ ヨーロッパ リミテッド チェコ支店

　事業所
　　本社東京事業所
　　西日本営業所
　海外関連会社
　　株式会社韓国タムラ

電子部品関連事業セグメント

電子化学実装関連事業セグメント

情報機器関連事業セグメント
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